
独立行政法人労働安全衛生総合研究所の改革案について

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

２１人 １７人 １４人

≪削減数≫

４人削減 ３人削減

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

２７．８億円 ２３．１億円 ２２．６億円

○徹底した経費の節減 ○施設整備計画の見直し ○組織のスリム化

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 1/5人中 0/5人中 ▲1

職員 0/111人中 0/107人中 0

※ 上記１の組織のスリム化
による３人の削減分を含む。

管理部門の職員数

▲4700万円 ▲2000万円

余剰資産はないが、施設・設備の有償貸与を進める。

改革効果

▲３人 ▲１人

仕分け前仕分け後

国家公務員
OB関連

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

仕分け前仕分け後

≪削減額≫



【研究業務の更なる効率化】

○ 外部研究資金の獲得額の向上に向け、目標を設定して取り組む。

平成２３年度の目標は、研究費に占める外部研究資金の割合を３分の１以上とする。

○ 省庁を越えた共同研究の実施、連携の強化に取り組む。

プロジェクト研究の内部評価・外部評価において、共同研究の実施可能性の検
討 ・ 進捗状況の把握 ・ フォロ－アップを重点的に実施。

※ 共同研究の割合：過去３年間平均４６％

４．事務・事業の改革

仕分け後

○ （独）医薬基盤研究所及び（独）国立健康・栄養研究所との統合等による効率化を
図る。 仕分け後

・役員自らによる外部研究資金の獲得
・外部研究資金に１人２件以上の応募
・役員、職員の個人業績評価への反映（外部研究資金応募・獲得実績の重点項目化）



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について
（独立行政法人労働安全衛生総合研究所）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．管理部門について、更
なる効率化を図るべき。

管理部門における人員削減 （改革案の強化）

管理部門・研究部門間の手続の再点検等を行い、業務の効
率的運営に努め、管理部門を中心とした職員数の削減につな
げる。

＜平成21年度＞ ＜平成23年度＞＜平成22年度＞

２１人 １７人 １４人

管理部門の職員数

２年間で３分の１の削減

４人削減 ３人削減

１人削減 ３人削減

（仕分け前の改革案） （仕分け後の改革案）



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

２．競争的研究資金など外
部研究資金の積極的な
獲得を行うべき。

３．他研究機関との協力、
統合を行うべき。

外部研究資金の獲得額の向上に向け、目標を設定して
取り組む。

プロジェクト研究の内部評価・外部評価において、共同研究
の実施可能性の検討 ・ 進捗状況の把握 ・ フォロ－アップを重
点的に実施。

※共同研究の割合：過去３年間平均４６％

省庁を越えた共同研究の実施、連携の強化に取り組む。

（独）医薬基盤研究所及び（独）国立健康・栄養研究所と
の統合等による効率化を図る。

平成２３年度の目標は、研究費に占める外部研究資金の割合
を３分の１以上とする。

・役員自らによる外部研究資金の獲得

・外部研究資金に１人２件以上の応募

・役員、職員の個人業績評価への反映
（外部研究資金応募・獲得実績の重点項目化）



独立行政法人労働安全衛生総合研究所の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

労働安全衛生に関する調査
研究

２４億円 ２３億円

≪組織体制≫

理
事
長

理

事

監

事

人間工学・リスク管理研究グループ(12)

環境計測管理研究グループ(10)

環境研究領域

健康研究領域

安全研究領域

健康障害予防研究グループ(11)

作業条件適応研究グループ(11)

有害性評価研究グループ(12)

化学安全研究グループ(7)

建設安全研究グループ(10)

電気安全研究グループ(5)

機械システム安全研究グループ(9)

所在地：東京都清瀬市（本部）及び 神奈川県川崎市

総務部(17)

研究企画調整部(2)

労働災害調査分析センター(1)

国際情報・研究振興センター(-)

（ＷＨＯ労働衛生協力センター）

管理・企画部門 2部2センター
研究部門 3研究領域9グループ

うち管理部門
１部（１７人）

16％

役員
５人

（うち監事２人）

うち
国家公務員出身者

０人 １人

うち
現役出向者

２人 １人

職員 １０７人

うち
国家公務員出身者

０人 ０人

うち
現役出向者

２０人 ２４人

予算 ２４億円 うち
国からの財政支出

２３億円 ２８億円

【22年度】 【 （参考）21年度】

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の４月１日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

このほか
非常勤職員９人

法人に占める
管理部門の割合


